
桐
生
・
み
ど
り
新
市
建
設
研
究
会

研
究
成
果
が
ま
と
ま
り
ま
し
た

　
平
成
26
年
12
月
19
日
に
設
置
さ

れ
た
「
桐
生
・
み
ど
り
新
市
建
設

研
究
会
」
で
は
、
約
1
年
間
に
わ

た
り
、
両
市
の
合
併
に
必
要
な

様
々
な
調
整
事
項
の
調
査
及
び
研

究
を
進
め
、
そ
の
研
究
成
果
を
今

年
1
月
25
日
に
両
市
長
へ
報
告
し

ま
し
た
。

　
報
告
書
で
は
「
合
併
を
判
断
す

る
た
め
の
新
市
の
イ
メ
ー
ジ
」
と

「
合
併
協
議
に
必
要
な
項
目
」
の

大
き
く
２
つ
に
分
け
て
研
究
成
果

を
と
り
ま
と
め
、
そ
の
研
究
成
果

を
ど
の
よ
う
に
捉
え
、
ど
う
評
価

す
る
の
か
な
ど
、
研
究
成
果
か
ら

得
ら
れ
た
新
市
の
あ
り
方
な
ど
に

つ
い
て
考
察
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
報
告
書
の
概
要
に
つ
い

て
は
、
表
１
、
表
２
、
表
３
の
と

お
り
で
す
。

  

問
い
合
わ
せ
は
、広
域
調
整
室

広
域
調
整
係（
☎
内
線
３
８
６
）へ
。

研究項目 研究成果の概要

両市の行政サービスの水準
（ワーキンググループ１）

市民生活に直結し、市民の関心が高い行政サービスのうち、両市の行政
サービスに差があり調整を図る必要があるものについて、両市が一つに
なった場合を想定し、サービス水準の高い方に合わせた場合に年間約6
億9,000万円の追加財源が必要との試算結果を得ました。

両市の共通する課題、
地域の抱える課題の解決
（ワーキンググループ２）

両市が共通して直面している課題や両市それぞれが抱えている懸案事項
などを抽出し、両市でその解決策と財政面における影響を研究した結果、
両市で課題解決に向けた一定の方向性を導き出したことに加え、課題解
決策を実行するためには約 80％の項目で財源が必要との結果を得まし
た。

都市経営、行政運営から
見た将来像
（ワーキンググループ３）

合併後 10 年間の財政シミュレーションを検討した結果、10 年間で約
75 億円の人件費削減が見込まれる一方で、現在の行政サービスを高い
水準で維持・向上させるためには、財政調整基金からの繰り入れが必要
になるとの推計結果を得ました。

両市を一体的に考えた
都市デザイン
（ワーキンググループ４）

両市が一つになった場合を想定し、総体的な地域づくりを検討する上で
根幹となる事項について、次のとおり一定の方針をとりまとめました。
①都市整備方針＝合併後、急激な変更はせず、時期に応じた段階的な土
地利用規制を導入します。
②教育施設（学校）＝市境における学校区については、共通学区の設置
など地域の要望を踏まえた対策を検討します。また、小規模校の教育に
ついては、小・中学校の兼務教員による乗り入れ授業など小・中連携を
一層推進するとともに、小・中学校が一体となって指導できる体制の構
築など一貫教育校の検討を行います。
③スポーツ施設＝相生町にある運動公園、みどり市大間々町にある大
間々グラウンドを中心に両市の拠点スポーツエリアとして整備すること
を検討します。

連携中枢都市圏制度※に
対応した地域のあり方
（ワーキンググループ５）

桐生厚生総合病院の周産期医療の分野など、広域圏単位で見た場合でも
大きな強みである部分を一層充実させていくと同時に、安心して子育て
できる環境整備にも努めることで、将来にわたり輝きを放つ地域であり
続けられると考えます。

表１＝合併を判断するための新市のイメージの研究成果

※連携中枢都市圏制度とは、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が、近隣の市町村と連携し、
　活力ある社会経済を維持するための拠点を形成する制度です。

　

こ
の
報
告
書
は
、
市
役
所
２

階
の
広
域
調
整
室
、
新
里
支
所
、

黒
保
根
支
所
、
各
公
民
館
、
両

図
書
館
で
閲
覧
で
き
る
ほ
か
、

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
公
表
し

て
い
ま
す
。
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市
民
説
明
会
を

開
催
し
ま
す

　
桐
生
・
み
ど
り
新
市
建
設
研
究

会
の
研
究
成
果
報
告
書
の
内
容
に

つ
い
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
分
か

り
や
す
く
お
伝
え
す
る
た
め
、
桐

生
市
長
が
出
席
し
て
、
市
民
説
明

会
を
開
催
し
ま
す
。

期
日
＝
3
月
10
日
（
木
）

時
間
＝
午
後
７
時
か
ら
１
時
間
30

分
程
度
の
予
定（
午
後
６
時
30
分

開
場
）

場
所
＝
市
民
文
化
会
館
シ
ル
ク
ホ

ー
ル

　
事
前
の
申
し
込
み
は
不
要
で
す
。

直
接
、会
場
へ
お
越
し
く
だ
さ
い
。

市
民
の
皆
さ
ん
に

分
か
り
や
す
く

お
伝
え
す
る
た
め
の

資
料
を
作
成
し
て
い
ま
す

　
報
告
書
の
一
部
に
は
、
例
え
ば
、

「
新
市
」
と
な
る
こ
と
に
よ
り

「
厳
し
い
行
財
政
運
営
を
迫
ら
れ

る
」
と
い
う
よ
う
な
誤
解
を
生
じ

る
可
能
性
の
あ
る
表
現
な
ど
が
含

ま
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
そ
う

し
た
点
に
つ
い
て
は
、
市
民
説
明

会
の
開
催
時
ま
で
に
補
足
説
明
資

料
を
準
備
す
る
な
ど
し
て
、
「
正

確
な
内
容
を
分
か
り
や
す
く
お
伝

え
す
る
」
た
め
の
措
置
を
講
ず
る

予
定
で
す
。　

協議項目 研究成果の概要
合併の方式 新設合併

新市の名称 公募など（現在の両市名も可とした公募又はア
ンケートの実施）

新市名は公募とし、地域自治区として桐生区・みどり区
を設定（現在の両市名は不可とした新しい名称を公募）

事務所の位置

J Ｒ岩宿駅周辺
＜主な選定理由＞
・将来的に人口増加が見込まれる地域
・ＪＲ岩宿駅や国道50号などとの良好なアクセス性

広沢町二丁目地内
＜主な選定理由＞
・既存ビルの活用による建設経費の大幅な縮減
・新桐生駅との良好なアクセス性

議会議員の定数、
任期

定数＝ 34 人の範囲内
任期（在任特例期間）＝合併後 2 年の範囲内

主な市税の税率に
ついて

個人市民税 税率に差がないため、現行のまま新市に引き継ぎます。

法人市民税 均等割の税率に差が生じているため、合併時までに調整します。
※必要に応じて不均一課税 ( 激変緩和措置 ) の適用を検討します。

固定資産税 税率に差がないため、現行のまま新市に引き継ぎます。
※農地に係る固定資産税の取り扱い（税額の算出方法など）は、現行のまま変わりません。

都市計画税

現行のまま新市に引き継ぎます。
※都市計画税の課税対象区域は、現行のまま変わりません。
※新市において土地利用規制の見直しが行われた場合は、都市計画税の取り扱いにつ   
   いても必要な調整を行うものとします。

軽自動車税 税率に差がないため、現行のまま新市に引き継ぎます。
国民健康保険税の
税率について

税率に差が生じているため、合併時までに調整します。
※必要に応じて不均一課税（激変緩和措置）の適用を検討します。

介護保険料について 保険料に差が生じているため、合併後に策定する最初の介護保険事業計画から統一保険料とします。
上水道事業の取り
扱い

平成 28 年 4 月から、みどり市は群馬東部水道企業団へ移行するため、合併後も当面は企業団と新市の各々
で水道事業を運営し、双方の事業が安定的に運営される中で、新市の事業形態について検討していきます。

競艇事業の取り扱い 現在の競艇事業の運営状況などから、現行のまま新市に引き継ぎます。

協議項目 研究成果の概要

行財政運営

新市における 10 年間の財政シミュレーションを検討したところ、合併による事業・組織の効率化に伴う人件費
の削減が見込まれますが､ 両市の抱える課題の解決､ 新庁舎の建設など多くの財源が必要であることも加味する
と、財政面で大きな負担を伴う可能性が高く、今後は、事業の優先度など十分考慮しながら市民の利便性を確保
しつつ、慎重な財政運営を進める必要があります。

まちづくり

まちづくりの方向性については、合併後の急激な変更を避けた段階的な土地利用規制の導入を図りながら、都市・
地域拠点間の連携を強化する交通軸を整備することなどにより、市民が安心して生活でき、地域の活力を維持でき
るまちづくりを進めます。両市が合併した場合でも17万人規模の都市でありますが、桐生・みどり地域には、先人
が築き上げてきた歴史や文化、教育などの特徴があり、特に、桐生厚生総合病院の周産期医療の分野は、広域圏単
位であっても大きな強みといえることから、教育環境の整備や子育て支援などと併せることで、子供を安心して生
み育てられる地域となることができ、将来にわたり輝きを放つ地域であり続けられるものと考えます。

まとめ

人口減少問題をはじめとした山積する課題の解決を図るためには、一自治体における対策だけでは限界があり、
他の自治体との連携は必要不可欠です。通勤・通学圏、医療圏及び商圏など一つの生活圏を形成している両市が、
将来にわたって持続可能なまちとして発展していくためには、合併やより緊密な地域間の連携が大変重要である
という考えに至りました。

表２＝合併協議に必要な項目の研究成果

表３＝総括（研究成果の考察）

桐生・みどり新市建設研究会

３
月
10
日（
木
）午
後
７
時
か
ら

5 桐生市役所　　☎0277 ‐ 46 ‐ 1111


